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ARESマンスリーレポート（2026年６月） 
ARES Monthly Report - June 2026 - 

 

1. トピックス 

サンケイリアルエステート投資法人へのTOBは不成立、上場継続へ 

サンケイリアルエステート投資法人（2972／SRE）は5月19日、トーセイ・GICグループが同月18日まで実施していた

公開買付け（TOB）について、応募投資口数が買付予定数の下限に達せず、不成立となったと発表した。 

トーセイ・GICグループは、SREの非公開化を目的として1月7日にTOBを開始した。買付期間は当初、2月19日までの

30営業日としていたが、その後6回にわたり延長され、最終的には5月18日までの86営業日となった。これは、Jリートに

対するTOB（本件を含め6件）の中で過去最長の買付期間である。また、1口当たり12万5,000円の買付価格は期間中を

通じて据え置かれた。 

SREはTOBに賛同意見を表明し、投資主に応募を推奨していた。しかし、買付予定数の下限である24万7,563口（発

行済投資口数の53.0％）に対し、応募投資口数は13万8,376口（同29.62％）にとどまり、TOBは成立しなかった。対象

のJリートが賛同した友好的TOBとしては、初の不成立事例となった。 

TOB開始後には、アクティビストとして知られる野村絢氏らがSRE投資口を買い進め、共同保有分を含めた保有比率は

25％超に達した。野村氏は、日本経済新聞のインタビューにおいて、フジ・メディア・ホールディングスがサンケイビルを中

核とする不動産事業への外部資本導入を進めていることなどを理由に、SREの非公開化を目的とする本TOBに反対する

姿勢を示していた。 

※ サンケイリアルエステート投資法人「Tiger投資事業有限責任組合及びLion投資事業有限責任組合によるサンケイリアルエステート投資法人（証券コ

ード：2972）投資口に対する公開買付けの結果に関するお知らせ」（2026年5月19日） 

※ 日経電子版「野村絢氏『株主に向き合わない会社に投資』 紙・パルプや私鉄に注目」（2026年4月20日） 

 

 

投資法人の資産運用報告、ウェブ掲載による電子提供が可能に―金融庁が規則改正案を公表 

金融庁は5月26日、「投資法人の計算に関する規則」の改正案を公表し、意見募集を開始した。本改正は、投資法人の資

産運用報告等について、ウェブサイトに掲載することにより投資主に提供できるよう、所要の規定整備を行うもの。意見募

集期間は6月25日まで。 

近年、投資家向け開示資料の電子化に関する制度整備が進んでいる。具体的には、2019年の会社法改正により株主総

会資料および投資主総会資料の電子提供制度が整備されたほか、投資信託の運用報告書についても、2023年の金融商

品取引法等改正により、原則として電子提供とする措置が講じられた。一方、投資法人が決算期ごとに作成する資産運用

報告については、これらの改正の対象外とされていたことから、不動産証券化協会は2024年度以降、制度改善要望とし

て「資産運用報告に係る電子提供措置の整備」を要望してきた。 

今回の改正により、投資法人が資産運用報告等に記載すべき事項をウェブサイトへの掲載により投資主に提供する旨を

規約に定めた場合、当該事項をウェブサイトに5年間継続して掲載することを前提に、当該事項は投資主に提供されたもの

とみなされ、資産運用報告等の書面による提供が不要となる（但し、投資主から書面交付請求があった場合を除く）。これ

により、投資主の情報取得の迅速化や利便性向上が見込まれるほか、書面交付の必要性が大幅に低減されることで、紙資

源の節約による環境負荷の軽減や、印刷・郵送コストの削減も期待される。こうしたコスト削減は、投資法人の収益改善を

通じて投資主利益の向上にも資する可能性がある。 

※ 金融庁「「投資法人の計算に関する規則の一部を改正する内閣府令（案）」に対するパブリックコメントの実施について」（2026年5月26日） 

※ 不動産証券化協会「令和8年度制度改善要望」（2025年7月14日） 

J リート普及活動 
マスコットキャラクター 
「リートン」 

https://www2.jpx.co.jp/disc/29720/140120260519540577.pdf
https://www2.jpx.co.jp/disc/29720/140120260519540577.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r7/shouken/20260526/20260526.html
https://www.ares.or.jp/suggest/pdf/r8_seido.pdf
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Jリートの個人保有比率、4年ぶりに低下―東証「REIT投資主情報調査」（2026年2月） 

東京証券取引所などが5月29日に公表した「上場不動産投資信託証券(REIT)投資主情報調査結果＜2026年2月＞」

によると、Jリート全58銘柄における「個人・その他」の保有比率（金額ベース）は8.7％となり、半年前の前回調査から0.2

ポイント低下した。個人の保有比率は前回調査まで6期（3年）連続で上昇していたが、今回は2022年2月調査以来の低下

となった。 

今回の調査対象期間（2025年9月～2026年2月）には、東証REIT指数が一時2,000ポイント台を回復するなど投資

口価格が上昇しており、こうした市場環境が個人保有比率の低下に影響した可能性がある。 

また、地域金融機関が中心とみられる「都銀・地銀等」および「その他の金融機関」の保有比率も、前回調査からそれぞれ

0.1ポイント、0.2ポイント低下しており、減少傾向が続いている。 

一方、「外国法人等」の保有比率は前回調査比0.5ポイント上昇した。 

※ 本調査の「個人・その他」には法人格を有しない国内の団体が含まれるが、本稿では便宜上「個人」と表記する。また、保有比率は直接保有分を対象と

しており、投資信託・ETFを通じた間接保有分は含まれていない。 

※ 東京証券取引所「上場不動産投資信託証券(REIT)投資主情報調査結果」 

Jリートの投資部門別保有状況（2026年2月調査） 

 
保有金額 

(百万円) 

保有比率 

(％) 

保有比率 

増減 

(前回比) 

 

【参考】 

株式分布 

状況調査 

(24年度) 

政府・地方公共団体 20 0.0  0.0  0.2  

金融機関小計 a+b+c+d+e   9,460,419 54.6 -0.3  28.3 

a 都銀・地銀等 731,316 4.2 -0.1  1.8 

b 信託銀行 7,785,412 44.9 -0.1  22.4 

(a+bのうち投資信託分) 6,110,931 35.3 -0.2  10.7 

(a+bのうち年金信託分) 91,803 0.5 0.0  0.8 

c 生命保険会社 314,830 1.8 0.1  2.7 

d 損害保険会社 8,865 0.1 0.1  0.6 

e その他の金融機関 619,994 3.6 -0.2  0.7 

証券会社 609,680 3.5 -0.2  ３.1 

事業法人等 1,642,571 9.5 0.0  １8.7 

外国法人等 4,093,727 23.6 0.5  32.4 

個人・その他 1,514,491 8.7 -0.2  17.3 

合計 17,320,911 100.0 －  100.0  

 

（出所）東京証券取引所ほか「上場不動産投資信託証券(REIT)投資主情報調査結果」より作成。 
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日本郵政グループ、不動産回転型ビジネスへの参入に向けAM会社設立へ 

日本郵政グループは5月15日に公表した中期経営計画「JPプラン2028」において、不動産事業を新たな収益の柱とし

て確立するため、回転型事業等へ事業領域を拡大する方針を示した。あわせて、その一環として「投資顧問会社の設立およ

び私募ファンド・REITの運用」を掲げた。また、グループ会社である日本郵政不動産において、「AM会社設立準備室」が設

置されたことも公表された。 

同計画では、賃貸事業（ストック）を基盤としつつ、分譲・回転型事業（フロー）およびマネジメント事業（フィー）の強化を進

める方針を示している。安定的なインカムゲインに加え、キャピタルゲインの獲得による利益拡大・収益性向上に取り組み、

「将来的に総合デベロッパーとして業界トップ10入りを目指す」としている。 

なお、日本郵政グループが保有する賃貸事業用不動産の時価は、2025年度末時点で約1兆6,000億円に上る。 

※ 日本郵政、日本郵便、ゆうちょ銀行、かんぽ生命保険「『JPプラン2028』の策定に関するお知らせ」（2026年5月15日） 

※ 日本郵政不動産「役員異動のお知らせ（更新）」（2026年5月15日） 

 

 

西武グループ、2027年度に私募リート組成へ―品川プリンスホテルの一部底地などを組み入れ 

西武ホールディングスは5月14日、西武グループにおけるキャピタルリサイクルの加速を目的として、子会社の西武不動

産投資顧問を通じ、2027年度中に総合型の私募リートを組成する計画を公表した。また、同私募リートには、品川プリンス

ホテルの一部底地などを組み入れる方針であることも明らかにした。 

※ 西武HD「『西武グループ中期経営計画（2024～2026年度）』および資本コストや株価を意識した経営の進捗について」（2026年5月14日） 

 

 

阪急阪神、オープンエンド型不動産私募ファンドを設立へ―５年で2,000億円超の資産規模を目指す 

阪急阪神不動産は5月15日、オープンエンド型の不動産私募ファンド「（仮称）阪急阪神プライム・プロパティファンド」の

設立に向けた検討を開始したと発表した。本ファンドは、同社子会社の阪急阪神不動産投資顧問が資産運用会社を務め、

2026年度下期の運用開始を目指す。 

阪急阪神ホールディングスグループはこれまで、20年以上の運用実績を有する上場Jリートの阪急阪神リート投資法人

（資産運用会社：阪急阪神リート投信、資産規模：1,781億円）や不動産私募ファンドを通じて、不動産ファンド事業に取り組

んできた。 

このたび設立の検討を開始した本ファンドは、阪急阪神HDグループの事業基盤と不動産ノウハウを活用し、中長期的な

視点から安定的なリターンの獲得を目指す投資商品として企画・組成される。 

投資対象は、大阪・梅田エリアを含む阪急阪神沿線および首都圏に所在する阪急阪神HDグループ保有物件を中心とし、

オフィス、商業施設、ホテルなどでポートフォリオを構築する。2030年度までに2,000億円超の資産規模を目指す。 

同グループでは、本ファンドの組成により得られた資金を、大阪・梅田エリアをはじめとする阪急阪神沿線や成長事業な

どへ投資する方針だ。 

※ 阪急阪神不動産「阪急阪神ホールディングスグループの事業基盤と不動産ノウハウを活かしたオープンエンド型不動産私募ファンドの設立検討を開

始しました」（2026年5月15日） 

 

 

アルファコート、DBJと北海道特化型不動産ファンドを組成―将来的な私募リート設立も視野 

北海道で不動産事業を手掛けるアルファコートは5月27日、日本政策投資銀行（DBJ）およびDBJアセットマネジメント

（DBJAM）と協働し、北海道特化型不動産ファンド第1号を組成したと発表した。 

本ファンドは、アルファコートによる将来的な私募リート設立を見据えた段階的な取り組みとして組成されたもので、同

社が保有する北海道所在の5物件（札幌市内の共同住宅2物件、商業施設2物件、帯広市内の事務所ビル1物件）を取得し、

https://www.japanpost.jp/news/pressrelease/20260515_04/
https://www.jp-re.japanpost.jp/news/pdf/20260515.pdf
https://www2.jpx.co.jp/disc/90240/140120260513531256.pdf
https://www.hhp.co.jp/news/2026/05/000912.html
https://www.hhp.co.jp/news/2026/05/000912.html
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運用を開始した。アセットマネージャー（AM）はDBJAMが務め、アルファコートはサブAMとして参画する。 

出資者はアルファコートおよびDBJなどで、商工組合中央金庫（商工中金）も5億円を出資した。商工中金による不動産

私募ファンドへの出資は今回が初めて。また、商工中金は本ファンドに対し、34億2,000万円の融資も実施した。 

※ アルファコート、日本政策投資銀行、DBJアセットマネジメント「アルファコート株式会社による北海道地域特化型不動産私募ファンド第1号の組成 ～

北海道の不動産証券化マーケット創出と、地域への資金供給を通じ、地域の自立的発展をDBJグループでサポート～」（2026年5月27日） 
※ 商工組合中央金庫「北海道の地域特化型不動産私募ファンドに対し、 投資と融資を組み合わせた金融支援を実施」（2026年5月27日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― PR ― 

 

・ 福岡リート投資法人（8968） 

・ 三井不動産ロジスティクスパーク投資法人（3471） 

・ ヘルスケア&メディカル投資法人（3455） 

 ３社を馬渕氏が徹底分析‼ 

 

 

 

＜日本証券新聞社特設ページ＞ 

https://www.nsjournal.jp/jreit_club

  

まもなく 
締切!

https://www.alphacourt.jp/press/docs/a8feef6770c6cda34d0e1e44313078565dbf1409.pdf
https://www.alphacourt.jp/press/docs/a8feef6770c6cda34d0e1e44313078565dbf1409.pdf
https://www.shokochukin.co.jp/assets/pdf/nr_260527_01.pdf
https://www.nsjournal.jp/jreit_club
https://www.nsjournal.jp/jreit_club/
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ＪリートオンラインＩＲセミナー 【はじめての・これからのＪリートを見つけよう！】 配信情報 

JリートオンラインIRセミナーは、Jリート各社が主に個人投資家に向けて情報発信する動画セミナーです。 

「既に投資しているJリート」の現状を知るために、また「これから投資してみたい・興味のあるJリート」を知るきっかけ

として、ぜひご活用ください。 

【日本証券新聞社特設ページ】 https://www.nsjournal.jp/jreitonlineirseminar/ 

＜ 現在配信中のＩＲセミナー ＞ 

投資法人名 

（リンク先は配信ページ） 

配信ページ 

（QRコード） 
 

投資法人名 

（リンク先は配信ページ） 

配信ページ 

（QRコード） 

福岡リート投資法人 

証券コード: 8968 

配信期間：2026年6月26日まで  

 

ヘルスケア&メディカル投資法人 

証券コード: 3455 

配信期間：2026年7月15日まで  

平和不動産リート投資法人 

証券コード: 8966 

配信期間：2026年9月9日まで  

 

KDX不動産投資法人 

証券コード: 8972 

配信期間：2026年9月30日まで  

日本プライムリアルティ投資法人 

証券コード: 8955 

配信期間：2026年10月14日まで 
 

   

 

 

  

Jリート普及活動マスコットキャラクター「リートン」のLINEスタンプが登場しました！ 

日常のトークで使える、かわいくて便利なスタンプです♪  

ぜひご利用ください！ 

【LINE STOREで販売中‼】 

https://store.line.me/stickershop/product/34141179/ja  

＜スタンプの例＞ 

     

     

 

 

Jリートをもっと身近に！ リートンのLINEスタンプが登場！ 

【リートンの日常スタンプ】 

全40種類 / 120円（税込） 

※2026年7月1日より価格改定予定 

https://www.nsjournal.jp/jreitonlineirseminar/
https://www.nsjournal.jp/jreitonlineirseminar/jr-fukuoka-8968-4/
https://www.nsjournal.jp/jreitonlineirseminar/jr-healthcare_medical-3455-2/
https://www.nsjournal.jp/jreitonlineirseminar/jr-heiwa-8966_8/
https://www.nsjournal.jp/jreitonlineirseminar/jr-kdx-8972/
https://www.nsjournal.jp/jreitonlineirseminar/jr-japan_prime-8955-10/
https://store.line.me/stickershop/product/34141179/ja
https://www.nsjournal.jp/jreitonlineirseminar/
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2. Jリート市場の概況  

 

＜マーケット指標＞ 

 2026年5月末 1か月 3か月 6か月 1年 

東証REIT指数（配当なし） 1,809.65 -3.76% -9.49% -10.58% 4.20% 

東証REIT指数（配当込み） 4,927.93 -3.45% -8.75% -8.36% 9.28% 

平均予想分配金利回り（%） 4.98 0.20pt 0.46pt 0.52pt -0.04pt 

平均NAV倍率（倍） 0.84 -0.03pt -0.10pt -0.11pt 0.01pt 

出所：QUICK、ARES J-REIT Databook 
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＜市場規模＞ 

 2026年5月末 前月比増減 前年同月比増減 

上場銘柄数 58銘柄 ― 1銘柄 

時価総額 15兆7,849億円 -6,178億円 8,255億円 

資産規模（運用資産額） 24兆4,967億円 45億円 7,620億円 

保有物件数 4,946物件 2物件 67物件 

出所：ARES J-REIT Databook 
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3. Jリート銘柄一覧（全58銘柄） 
（上場順。2026年5月末時点） 

コード 投資法人 資産運用会社 
投資口価格 

（円） 

時価総額 

（億円） 

8951 日本ビルファンド投資法人 日本ビルファンドマネジメント㈱ 127,400 11,230 

8952 ジャパンリアルエステイト投資法人 ジャパンリアルエステイトアセットマネジメント㈱ 114,300 8,325 

8953 日本都市ファンド投資法人 ㈱KJRマネジメント 112,500 8,091 

8954 オリックス不動産投資法人 オリックス・アセットマネジメント㈱ 96,100 5,304 

8955 日本プライムリアルティ投資法人 ㈱東京建物リアルティ・インベストメント・マネジメント 95,100 3,849 

8956 NTT都市開発リート投資法人 NTT都市開発投資顧問㈱ 132,300 1,942 

8957 東急リアル・エステート投資法人 東急リアル・エステート・インベストメント・マネジメント㈱ 185,500 1,783 

8958 グローバル・ワン不動産投資法人 グローバル・アライアンス・リアルティ㈱ 112,000 1,225 

8960 ユナイテッド・アーバン投資法人 丸紅リートアドバイザーズ㈱ 162,200 5,190 

8961 森トラストリート投資法人 森トラスト・アセットマネジメント㈱ 74,000 2,634 

8963 インヴィンシブル投資法人 コンソナント・インベストメント・マネジメント㈱ 61,300 4,687 

8964 フロンティア不動産投資法人 三井不動産フロンティアリートマネジメント㈱ 81,600 2,207 

8966 平和不動産リート投資法人 平和不動産アセットマネジメント㈱ 135,700 1,698 

8967 日本ロジスティクスファンド投資法人 三井物産ロジスティクス・パートナーズ㈱ 91,900 2,523 

8968 福岡リート投資法人 ㈱福岡リアルティ 170,700 1,483 

8972 KDX不動産投資法人 ケネディクス不動産投資顧問㈱ 159,000 6,422 

8975 いちごオフィスリート投資法人 いちご投資顧問㈱ 86,900 1,327 

8976 大和証券オフィス投資法人 大和リアル・エステート・アセット・マネジメント㈱ 318,000 2,972 

8977 阪急阪神リート投資法人 阪急阪神リート投信㈱ 143,900 1,000 

8979 スターツプロシード投資法人 スターツアセットマネジメント㈱ 186,300 507 

8984 大和ハウスリート投資法人 大和ハウス・アセットマネジメント㈱ 120,600 5,475 

8985 ジャパン・ホテル・リート投資法人 ジャパン・ホテル・リート・アドバイザーズ㈱ 76,600 4,522 

8986 大和証券リビング投資法人 大和リアル・エステート・アセット・マネジメント㈱ 101,400 2,419 

8987 ジャパンエクセレント投資法人 ジャパンエクセレントアセットマネジメント㈱ 140,500 1,813 

3226 三井不動産アコモデーションファンド投資法人 ㈱三井不動産アコモデーションファンドマネジメント 125,900 3,169 

3234 森ヒルズリート投資法人 森ビル･インベストメントマネジメント㈱ 129,500 2,442 

3249 産業ファンド投資法人 ㈱KJRマネジメント 140,200 3,544 

3269 アドバンス・レジデンス投資法人 伊藤忠リート・マネジメント㈱ 154,000 4,392 

3279 アクティビア・プロパティーズ投資法人 東急不動産リート・マネジメント㈱ 130,800 3,108 

3281 GLP投資法人 GLPジャパン・アドバイザーズ㈱ 133,700 6,414 

3282 コンフォリア・レジデンシャル投資法人 東急不動産リート・マネジメント㈱ 105,600 2,462 

3283 日本プロロジスリート投資法人 プロロジス・リート・マネジメント㈱ 85,300 7,155 

3287 星野リゾート・リート投資法人 ㈱星野リゾート・アセットマネジメント 240,700 1,410 

3290 Oneリート投資法人 みずほリートマネジメント㈱ 76,100 740 

3292 イオンリート投資法人 イオン・リートマネジメント㈱ 122,800 2,581 

3295 ヒューリックリート投資法人 ヒューリックリートマネジメント㈱ 156,200 2,249 

3296 日本リート投資法人 SBIリートアドバイザーズ㈱ 85,900 1,572 
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コード 投資法人 資産運用会社 
投資口価格 

（円） 

時価総額 

（億円） 

3451 トーセイ・リート投資法人 トーセイ・アセット・アドバイザーズ㈱ 131,200 493 

3309 積水ハウス・リート投資法人 積水ハウス・アセットマネジメント㈱ 82,000 3,529 

3455 ヘルスケア＆メディカル投資法人 ヘルスケアアセットマネジメント㈱ 109,900 395 

3459 サムティ・レジデンシャル投資法人 サムティアセットマネジメント㈱ 98,900 843 

3462 野村不動産マスターファンド投資法人 野村不動産投資顧問㈱ 152,600 7,090 

3463 いちごホテルリート投資法人 いちご投資顧問㈱ 113,500 371 

3466 ラサールロジポート投資法人 ラサールREITアドバイザーズ㈱ 145,700 2,530 

3468 スターアジア不動産投資法人 スターアジア投資顧問㈱ 54,700 1,469 

3470 マリモ地方創生リート投資法人 マリモ・アセットマネジメント㈱ 110,900 312 

3471 三井不動産ロジスティクスパーク投資法人 三井不動産ロジスティクスリートマネジメント㈱ 107,900 3,474 

3472 日本ホテル＆レジデンシャル投資法人 アパ投資顧問㈱ 65,900 284 

3476 投資法人みらい 三井物産・イデラパートナーズ㈱ 43,900 837 

3481 三菱地所物流リート投資法人 三菱地所投資顧問㈱ 121,600 1,805 

3487 CREロジスティクスファンド投資法人 CREリートアドバイザーズ㈱ 147,800 906 

3488 セントラル・リート投資法人 名鉄・ザイマックスアセットマネジメント㈱ 106,300 279 

3492 MIRARTH不動産投資法人 MIRARTH不動産投資顧問㈱ 82,800 838 

2971 エスコンジャパンリート投資法人 ㈱エスコンアセットマネジメント 117,700 424 

2972 サンケイリアルエステート投資法人 ㈱サンケイビル・アセットマネジメント 121,000 565 

2979 SOSiLA物流リート投資法人 住商リアルティ・マネジメント㈱ 114,500 832 

2989 東海道リート投資法人 東海道リート・マネジメント㈱ 102,800 396 

401A 霞ヶ関ホテルリート投資法人 霞ヶ関リートアドバイザーズ㈱ 98,500 282 

出所：QUICK 

 

 
＜注意事項＞ 

本レポートは情報提供のみを目的としており、投資の勧誘を目的とするものではありません。投資に関する最終的な判断は、投資家ご自身の責任において

行ってください。なお、本レポートに記載された情報は作成時点のものであり、その正確性・完全性を保証するものではありません。また、内容は予告なく

修正・変更されることがあります。 

 
 

＜本レポートに関するお問い合わせ先＞ 

一般社団法人 不動産証券化協会 

市場基盤ディビジョン（企画・広報・調査担当） 

E-mail：chosa★ares.or.jp（★を@に置き換えてください） 

 

 


